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管理運営』 （学芸出版社， 2005 年）， 磯部力「エリアマネジメントの法的課題」ジュリ


















252 号（2013 年）155 頁以下，山本隆司「機能的自治の法構造―『新たな地域自治
組織』の制度構想に端を発して」総務省編『地方自治法施行 70 周年記念自治論文集』 
（ぎょうせい，2017 年）215 頁以下，門脇美恵「機能的自治に関して基本権が有する









資源局『エリアマネジメント推進マニュアル』（2008 年），日本版 BID を含むエリア
マネジメントの推進方策検討会『中間とりまとめ』（2016 年）。


























生法の一部を改正する法律」時の法令 2061 号（2018 年）13 頁。エリアマネジメント
団体が抱える課題に関して，丹羽由佳理・園田康貴ほか「エリアマネジメント組織の
団体属性と課題に関する考察―全国エリアマネジメントネットワークの会員アン
ケート調査に基づいて」都市計画論文集 57 巻 3 号（2017 年）508 頁以下を参照。































『最新エリアマネジメント』，御手洗潤「Business Improvement District 制度論考―
わが国での導入を念頭に置いて」土地総合研究 2017 年秋号 48 頁以下。
　　 また，イギリスの BID に係る既往の研究として，南部繁樹「欧米の地域再生マネ
ジメント展開とイギリスの動向―制度・組織・マネジャー・財源」日本不動産学会
誌 19 巻 1 号（2005 年）60–64 頁，保井美樹「イギリスにおけるエリアマネジメント
の仕組みと展開」小林・前掲注 1）『最新エリアマネジメント』31 頁以下，小林敏樹
「Business Improvement District （BID） の現状と可能性」土地総合研究 2014 年春号
122–127 頁，角谷嘉則「BID によるエリアマネジメントの効果―イギリス・シェ
フィールド市を事例として」桃山学院大学総合研究所紀要 44 巻 3 号（2019 年）11 頁
以下，白戸伸一「イギリスにおけるまちづくり推進組織（BIDs）に関する検討―
まちづくり組織の日英比較」明治大学社会科学研究所紀要 58 巻 2 号（2020 年）73 頁
以下，坂井文『イギリスとアメリカの公共空間マネジメント―公民連携の手法と事
例』（学生出版社，2021 年）72 頁以下。
11）　例えば，碓井光明『都市行政法精義 II』 （信山社， 2014 年） 508–520 頁， 547–558 頁， 
高村学人「多極化する都市空間のガバナンス―境界を開く法の役割」大沢真理・佐
藤岩夫編『ガバナンスを問い直す ［II］  市場・社会の変容と改革政治』 （東京大学出版
会，2016 年）47 頁以下，原田大樹「街区管理の法制度設計―ドイツ BID 法制を手
がかりとして」法学論叢 180 巻 5・6 号（2017 年）434 頁以下，山本・前掲注 2）215
頁以下，安本典夫『都市法概説〔第 3 版〕』（法律文化社，2017 年）344–346 頁，高
村学人「サンフランシスコ市におけるビジネス改善地区の組織運営とその法的コント













BID 制度は， 負担者が主として事業者である点， 私的主体が負担者の範囲や
内容を実質的に決定する点，開始後について法令の規律が少ない点といった









的コントロール（2・完）―観察調査法によるケース・スタディ」政策科学 24 巻 4 号
（2017 年）181 頁以下，山本隆司「『新たな地域自治組織』と BID」地方自治 847 号
（2018 年）2 頁以下。また，田尾亮介「合意による行政の研究―都市法領域を中心
として」東京大学博士論文（総合法政専攻）（2014 年）< https://repository.dl.itc.
u-tokyo.ac.jp/record/7715/files/A30941_review.pdf > （以下全ての URL の最終閲覧日
は，2021 年 7 月 2 日である）。
　　 加えて，当事者自治と負担金に関する考察として，田尾亮介 「交渉・合意・協働―



























13）　Gary Warnaby and others, A State-of-the-art Review of Business Improvement Dis-










現在イギリスで活動している BID の総数は，2020 年 9 月末時点で 323 件
であり，そのうち，イングランドが 261 件，ウェールズが 16 件，スコット
Management 2019） 3–4. See Alan Reeve, ‘British Town Center Management: Setting 
the Stage for the BID Model in Europe’, in Goktug Morcol and others （eds）, Busi-
ness Improvement Districts: Research, Theories, and Controversies （Routledge 2008） 
433–434. 参照，保井・前掲注 10）32–34 頁。
14）　Kevin Ward, ‘“Policies in Motion”, Urban Management and State Restructuring: 
The Trans-Local Expansion of Business Improvement Districts’ （2006） 30（1） Inter-
national Journal of Urban and Regional Research 54, 59–63; Ian Cook, ‘Mobilising 
Urban Policies: The Policy Transfer of US Business Improvement Districts to Eng-
land and Wales’ （2008） 45（4） Urban Studies 773, 781–782.  後者の論文は，特に，ア
メリカの一部の成功例のみをモデルとして導入された点など，政策輸入過程の様々な
問題を指摘している。See also Kevin Ward, ‘Policies in Motion and in Place: The 
Case of Business Improvement Districts’ in Eugene McCann and Kevin Ward （eds）, 
Mobile Urbanism: Cities and Policymaking in the Global Age （University of Minnesota 
Press 2011） 71–96.
15）　Cook, ibid, 786; Kevin Ward and Ian Cook, ‘Business Improvement Districts in 
the United Kingdom: Territorialising a “Global” Model?’ in ByIain Deas and Stephen 
Hincks （eds）, Territorial Policy and Governance: Alternative Paths （Routledge 2017） 
137.
16）　Mark Steel and Martin Symes, ‘ The Privatisation of Public Space? The American 
Experience of Business Improvement Districts and their Relationship to Local Gov-
ernance’ （2005） 31（3） Local Government Studies 321, 331; Claudio De Magalhães, 
‘Business Improvement Districts in England and the （Private?） Governance of Ur-
ban Spaces’ （2014） 32（5） Environment and Planning C: Politics and Space 916, 931.
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ランドが 38 件，北アイルランドが 8 件である17）。件数は伸び続けており，
近年では，毎年度 10～20 件増加している。但し，現在はコロナ禍ゆえに，
新規の提案が停滞するとともに，現在活動中の BID の持続可能性も懸念さ
れている18）。また，導入から 15 年以上経過していることもあり，第 4 期に
まで至っている BID が 13 も存在している。
BID の目的としては，中心市街地の活性化が中心的とはいえ，多様なも
のが現れてきている。例えば，工業地帯やビジネスパークにおける BID，











17）　Christopher Turner, Business Improvement Districts in the British Isles 2020: Annual 
Survey and Report （British BIDs 2020） 6.  同統計は，イギリスだけでなく，アイルラ
ンドも含むものであるが，本文中では極力（アイルランドを除いた）イギリスの数字
とした。
18）　ibid, pp. 16–19.  BID 枠組みの延期 （更新投票の延期） 等の措置について，Corona-
virus Act 2020, s 79.
19）　ibid, p. 7; Warnaby （n 13） 24–28.  事業内容は，BID 自身による自己申告に基づく
ものであり厳密な分類がなされているわけではない。See also The Means, London BIDs 
Handbook （2014） 15.
20）　例えば， ロンドン中心部のピカデリー・サーカスを含む区域の BID では， ハード面を
も含めたプレイス・メイキングが事業に含まれている。同区域の事業者 BID と所有者
BID のいずれの事業計画について， < https://heartoflondonbid.london/bid-ballot/ >。
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21）　Turner （n 17） 10.  アイルランドをも含む数である。
22）　Christopher Turner, National BIDs Survey 2019: Business Improvement Districts in 
the British Isles （British BIDs 2019） 25.
23）　Warnaby （n 13） 37–44.
24）　Warnaby （n 13） 46.




26）　Turner （n 17） 12.
27）　Turner （n 22） 41.  ショッピングモールの事業者については，既に，モール内での
清掃，イベント等に係る負担金を負っているため，減額がなされることが多い。See 
Martin Blackwell, ‘Business Improvement Districts in England: The UK Govern-
ment’s Proposals, Enactment, and Guidance’, in Morcol （n 13） 463–464.
28）　Turner （n 22） 39–40.
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らなる私的団体である BID 団体（BID body）が，負担者の範囲と負担額を定
め，事業計画（business plan）を含む BID 提案（BID proposal）をすることから
29）　例えば，McGrath v London Borough of Camden ［2020］ EWHC 369 （Admin）.
30）　Local Government Act 2003, s 49（2）; Business Improvement Districts （England） 
Regulations 2004, reg 3（1）.  以下では，それぞれ Act 2003，Regulations 2004 とする。
31）　Local Government Finance Act 1988, ss 43 and 45.  なお，「事業所税」の用語につ
いて， 法律上は， 非居住用レイト （non-domestic rates） とされるが， 実際には賃貸し




















BID 団体によって作成された提案は， 自治体35）に提出されるが， その際に
BID 提案（活動・サービス内容，地理的範囲，負担者と負担額・割合，期間等を定め
る） とともに，負担予定者との協議の概要，提案する事業計画の概要（キャッ
シュフロー， 収支予測などを含む）， BID 団体の財務管理の概要などが提出される
ことになる。また，投票にかける予定である場合には，提案者は同様の文書
を投票権者である負担予定者にも送付する36）。BID に係る地理的範囲，負担
者とその負担額 （免除や減額を含む） といった負担金に係る事項は， BID 団体が
負担予定者との協議等を経て自らの判断で提案することとなる。なお，BID
の事業期間について， 法令では 5 年を超えない期間とされるが， 基本的に 5
年間が選択されている37）。
34）　Regulations 2004, reg 2.
35）　法令は，負担金の賦課徴収の観点から規定しているため，「課税庁（billing author-
ity）」と表記しており，実際には基礎自治体の議会がこれに該当する（Act 2003, s 59
（1））。本稿では便宜上，一般的には「自治体」とし，権限行使の場合に限って「課税
庁」とする。
36）　Act 2003, s 49（2）; Regulations 2004, reg 4 and sch 1, para 1.  期間更新提案，修正
提案の手続も概ね同様である。
37）　Regulations 2004, reg 54（1）. 
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提案を受けた自治体は， この段階では提案内容について拒否権を有さず38）， 






















が，それにどのように対応するかは提案者に委ねられている。Regulations 2004, reg 
4（4）.
39）　Regulations 2004, regs 5 and 6.
40）　Regulations 2004, reg 11.
41）　Act 2003, s 50; Regulations 2004, reg 8.























務が生じ，自治体課税庁には賦課徴収，BID 収支計算 （BID Revenue Account） 
の維持， 及び BID 団体への資金交付に係る義務が生じる47）。自治体課税庁か
らの資金交付を受けた BID 団体は，事業計画に基づき事業を実施してゆく。
43）　Act 2003, s 51; Regulations 2004, reg 12.
44）　参照，洞澤・前掲注 2）。
45）　Act 2003, s 52; Regulations 2004, reg 13.
46）　Act 2003, s 55（2）（g）; Regulations 2004, reg 9.  再投票の例について，Warnaby （n 
13） 41.
























49）　Act 2003, s 54（5）; Regulations 2004, reg 18.
50）　British BIDs, Guiding Principles of a Well Managed BID （2000） 7. ロンドンにお
けるひな形として，< www.london.gov.uk/what-we-do/business-and-economy/sup-
porting-business/about-business-improvement-districts >。
　　 BID 提案作成の際に，自治体から既存のサービス水準を示す文書（statement of 
the existing baseline services）が提供されることがあり，提供された場合には BID 提





サービス協定（baseline agreement; service level agreement）がある51）。両者の内容
が実施協定に含められている場合もある。
まず実施協定は，BID 負担金に係る手続として，自治体課税庁による負
担金の賦課・徴収， 強制徴収の手続， 会計， 徴収手数料， BID 団体への資金
交付などの詳細について取り決めている。これは， BID 枠組みに基づく自治
体による負担金の賦課徴収を法的に担保するものである。もちろん自治体は
法令と BID 枠組みに基づきこれらの事務を執行することになるため， 同協定
による法的担保にどれほどの意味があるのか不明であるが，BID 団体の側









適切に遵守していないといった指摘が BID 側からなされている53）。加えて， 
れに基づき基礎サービス協定を締結するかは任意である。
　　 また，基礎サービス協定に関して，サービス水準維持のための自治体と BID 団体
との協定を法制化することについて，かつて政府が提案をしたが，実現はしていな
い。Department for Communities and Local Government, Review of Business Im-




52）　Warnaby （n 13） 54. 









BID の事業計画とそれに係る BID 団体の理事会（board of directors）のアカウ
ンタビリティを通じて統制が図られる。より具体的にいえば，法令による行
政法的規律は負担金の賦課徴収といった公権力の行使に係る場面に限定さ







な組織形態がありうるが， 典型的には， 2006 年会社法に基づく保証有限責任
会社 （company limited by guarantee） として設立されている。そこでは，負担者





























カウンタビリティが想定されている。Department for Communities and Local Govern-
ment （n 50） paras 12–15.
58）　業界団体がガバナンス原則を示す形で統制を図ろうとはしている。British BIDs （n 
50） 7.
　　 なお，アメリカでの理事会とその重要性に関して，田尾・前掲注 11）「合意による































61）　例えば，Coventry BIDの事業計画 15頁 < www.coventrycitycentre.co.uk/about-the-
bid/business-plans/ >。その他，Swansea BID，Hampstead BID の事業計画も同様で
ある。
62）　例えば，Hampstead BID の事業計画 22 頁 < https://hampsteadvillagelondon.com/




















63）　ここでの負担者は， 法令上， freehold， leasehold などの権利をもつ 「地権者」 である
が，実際には土地・建物の財産「所有者 （owner）」として説明され， また， 日本の観
点からも所有者とした方が理解しやすいため，便宜上「所有者」とした。See Busi-
ness Improvement Districts （Property Owners） （England） Regulations 2014, reg 3.
64）　Cook （n 14） pp. 786.
65）　Mary Portas, The Portas Review: An Independent Review into the Future of Our 
High Streets （DBIS 2011） 22; British BIDs, A Brief Guide & Think Piece about Proper-
ty Owner BIDs （British BIDs 2017） 2–4; House of Commons Housing, Communities 
and Local Government Committee, High Streets and Town Centres in 2030 （2017–19, 
HC 1010） para 155. なお，所有者の負担の必要性について，Blackwell （n 27） 464– 
465.
66）　Business Rate Supplements Act 2009, s 16 and sch 2.
67）　Department for Communities and Local Government, Property Owners & Business 
Improvement Districts （2013）. その背景として，Portas （n 65）による勧告がある。
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案（Local Government Finance Bill）でロンドン以外への適用も図られたが廃案





BID と同じである69））。また，所有者 BID の提案は，既に事業者の BID が行わ
れている地域に限られる70）。それゆえ，所有者 BID が利用される場合，同一
地域について，事業者による BID と所有者による BID が存在し，別々の枠
組みと事業計画の下で負担金に基づく活動が行われることになる（実際上
は，共同して戦略が策定され，共同での活動となっている）71）。
こうした所有者 BID が用いられていなくとも，事業者の BID において所
有者が任意に寄付をしたり，理事会の構成員となるといった形で，所有者が
BID に関与することは少なくない72）。
68）　Cambridgeshire and Peterborough Combined Authority （Business Rate Supple-
ments Functions） Order 2018 （SI 2018 877）など。
69）　BID （Property Owners） （England） Regulations 2014.
70）　Business Rate Supplements Act 2009, sch 2, paras 1（2）（b）, （3）（b）, （4）（b） and （5）
（b）.
71）　See Warnaby （n 13） 23–24. 例えば， ロンドンの New West End では， 2005 年から
開始された事業者 BID（Occupier BID）とともに，2015 年から同地域で所有者 BID
（Property Owner BID）も開始されている。実際には同一の法人が両方の事業を実施
している。同様に，ロンドンの Leicester Square and St James & Piccadilly でも所有
者 BID が用いられている。
　　 なお，両者の BID が存在する場合，事業者かつ所有者である者に対して負担金が
二重に求められるのであれば，片方の負担金でもう片方の負担金の相殺をすることは
BID の判断で可能である。Business Rate Supplements Act 2009, sch 2, para 2（5）.
72）　Department for Communities and Local Government, The Role of Property Owners 
in Business Improvement Districts: Second Phase Research Report （2008） paras 2–4; 






られている。実際の投票率は，平均で 46.7% であるが，3 割以下の投票率で
承認された例も 8件ある（イギリス全体とアイルランドを含む）74）。
BID 提案や事業計画等の説明や協議といった手続は，提案をする BID 団














ることは可能である。Regulations 2004, reg 10.
74）　Turner （n 22） 27–28.
75）　例えば，ロンドンについて，London Assembly Regeneration Committee, Business 
Improvement Districts: The Role of BIDs in London’s Regeneration （Greater London 
Authority 2016） 23, Recommendation 1. See Warnaby （n 13） 5 and 55.
76）　例えば， Kingston First BIDの事業計画22頁 <www.kingstonfirst.co.uk/about-kingston- 
first/>。
77）　Christopher Turner, Business Improvement Districts in the British Isles 2018 （British 




限行使に関与することもありうる。2011 年地域主義法 （Localism Act 2011） は， 













78）　Turner （n 22） 51–52.
79）　前者については，BID が近隣フォーラム（neighbourhood forum）として指定を
受ける必要があり，後者については，規則で可能であることが確認的に規定されてい
る。Community Right to Challenge （Business Improvement Districts） Regulations 
2015, reg 3.
80）　Turner （n 22） 52. 自治体による地方計画の策定や計画許可の手続において，他の
地域団体などと同様に，BID も意見提出の機会において意見書を提出するといった





81）　最初の実例として central Milton Keynes の近隣計画が著名である。See Depart-
ment for Communities and Local Government （n 50） paras 27–34. 近隣計画の提案
主体だけでなく，より広い関与としては，21% の BID が近隣計画に一定の関与をし
ている。Turner （n 22） 53.
23
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BID（Super-BID）といった提案もなされている82）。    
しかしながら，公共サービスの受託について BID 団体はあまり積極的で













82）　Portas （n 65） 22.
83）　Turner （n 22） 53; Future of London （n 53） 14. See Warnaby （n 13） 6.
84）　比較的長期の視点をもつ所有者ではなく，事業者が負担者であるため，中長期的な
公共空間の形成・管理に係る事業に対してあまり積極的ではないという面もある。
85）　Morcol （n 13） Chapters 1, 5 and 13. 参照，高村・前掲注 11）「法的コントロール 
（1）」282 頁。上記の Portas 提案におけるスーパー BID も，地域の支持とアカウンタ
ビリティの確保が条件とされている。Portas （n 65） 22.





異があることから，この点を明確にして議論する必要がある。See Brian Hochleutner, 
‘BIDs Farewell: The Democratic Accountability of Business Improvement Districts’, 


















ment Districts”，又は “Scotland’s Improvement Districts” として位置付け
られている87）。但し，まだ試行錯誤段階であり，少なくとも法制度的な変化
は見られない。次にイングランド，ウェールズにおいては，先の 2011 年地








87）　Scotland’s Improvement Districts の Web ページを参照 < https://improvementdis-
tricts.scot/ >。See also Warnaby （n 13） 52–53.



















of London and London Councils 2011） 23–24. See also Ben Stephenson, Community 
Improvement Districts: A Discussion Paper （Power to Change 2020）.
89）　House of Commons Housing, Communities and Local Government Committee （n 
65） 124. See Warnaby （n 13） 56.
90）　例外として，Stephenson （n 88） 8.
91）　例外として，Anna Minton, Ground Control: Fear and Happiness in the Twen-

























92）　Richard Briffault, ‘A Government for Our Time: Business Improvement Districts 
and Urban Governance’ （1999） 99（2） Columbia Law Review 365, 430–454; Goktug 
Morcol and others, ‘Business Improvement Districts: Research, Theories, and Con-
troversies’, in Morcol （n 13） 10.
93）　See Briffault, ibid, 470–476. See Morcol （n 13） Chapters 2 and 16. 日本語文献とし
ては， 矢作弘 「米国の都市再生地域で急増するBID （Business Improvement District） 
―その現実と争点」季刊経済研究 33 巻 3・4 号（2010 年）6–15 頁，20–23 頁，高
村・前掲注 11） 「法的コントロール （1）」 275–277 頁，同 「法的コントロール（2・完）」 
192–195 頁， 216–218 頁。参照， 保井美樹「アメリカにおける Business Improvement 
District （BID）」都市問題 89 巻 10 号（1998 年）79 頁以下。
94）　Minton （n 91） Chapter 3; Jonathan Justice and Chris Skelcher, ‘Analysing Democ-
racy in Third-Party Government: Business Improvement Districts in the US and UK’ 
























































99）　アメリカにおいても同様である。See Hochleutner （n 85） 105–106.
　　 加えて，理事会の構成を含む BID 団体のガバナンスに関しては，業界団体である
British BIDs や自治体による調査とガイドラインにより，平準化と向上も図られてい












BID 制度における報告徴収請求，認定取消請求（地域再生法 17 条の 12 第 2 項，













100）　See Department for Communities and Local Government （n 50） paras 10–15.
101）　BID 団体に法人格を要件とすることや，法人化していない BID 団体に事業報告等を
要件とすることについて，政府で検討され提案されたが，いまだ実現はしていない。


















（3）　外 部 関 係
（a）　自治体との関係






































題」磯部力ほか編『行政法の新構想 I』（有斐閣，2011 年）232–233 頁。
107）　実際には BID 提案の前に，多くの場合自治体が支援をしている。Department for 
Communities and Local Government, The Development and Implementation of Busi-
























る。House of Commons Housing, Communities and Local Government Committee 
（n 65） para 124; Stephenson （n 88） 8. 具体例について前掲注 62）を参照。
109）　See Magalhães （n 16） 927–928.
110）　アメリカに関してであるが，Susanna Schaller and Gabriella Modan, ‘Contesting 
Public Space and Citizenship: Implications for Neighborhood Business Improvement 





















し，内閣総理大臣へ認定申請をする（同法 5 条 4 項 6 号）。作成において，自
111）　Future of London （n 53） 12 は，広範なコミュニティからの支持がないと，公共空
間の私化と見られかねない危険性を指摘する。
112）　London Assembly Regeneration Committee （n 75） paras 2.18–2.22. See also Justice 



















る（同法 5条 4項 6号，同法施行規則 38 条）。
計画の認定要件としては，① 受益事業者の同意（総受益事業者の 2/3 以上で




と）， ⑥ 差別的取扱いの禁止が規定されている （同法 17条の 7第 8項）115）。そし



























益事業者が，総受益事業者の 1/3，及び負担金総額の 1/3 を超える受益事業
者の同意を得て認定の取消しを請求したときは，市町村長は認定を取り消さ
なければならない。また，同様の 1/10 を超える同意を得て，報告の徴収を




118）　地域再生法 17 条の 8 第 1 項，2 項からすると，受益事業者の範囲及び負担金の額
について，自治体が自らの判断で定められるかのようにも見える。しかしながら，実
際には，「認定活動計画は，法第 17 条の 7第 8項，第 9項に基づき，市町村の議会の
議決を経た上で，市町村が認定を行うもので，負担金条例で規定すべき内容が記載さ




る（同法 12 条の 12）。
なお，エリアマネジメント団体に対して，都市公園への自転車駐車場，観
光案内所その他の施設などの占用許可について特例措置が認められている
（同法 17 条の 7第 4項，17 条の 10）。
（2）　イギリスの BID 制度との比較での特徴







































































域再生法 17 条の 7 第 8 項 2–4 号）。それゆえ日本の BID 制度では，計画に係る











































































































大臣に認定申請をする（地域再生法 5 条 4 項 6 号）。そこでは，地域再生協議会
が設置されている場合には記載事項について協議することが求められ（同法
5 条 8 項），同協議会は事業を実施するエリアマネジメント団体をも構成員と

































































権利がある（地域再生法 17 条の 7 第 7 項）が，地域住民にはそうした権利はな
い。それゆえ，地域住民にどのように情報を提供し，その関与を認めるか
は，エリアマネジメント団体の任意に委ねられる。但し，計画を認定する際













井・前掲注 11）549 頁）が指摘されており，地域再生法における負担者の 2/3 同意，
及び議会の議決という要件は，そうした考え方を具体化したものと考えられよう。























アマネジメントに係る協定等の事務取扱要綱 4 条 2 項，4 項，5 項。参照，横浜市
「エリアマネジメント計画の同意に関する評価の考え方」（平成 31 年 3 月 28 日制定，
都地ま第 1662 号）。
　　　エリアマネジメントについて民主的統制の観点からの課題を指摘するものとして，





















































































条例の実態と制度改善提案について」土地総合研究 2020 年秋号 156 頁以下。
145）　公共組合とはいってもその法的規律には多様性がある。松戸浩「公共組合と公権力
の行使 （1）」法学雑誌 60 巻 3・4 号 （2014 年） 335–338 頁。参照，安本典夫「公共組






























区画整理法制研究会編著『逐条解説  土地区画整理法 〔第二次改訂版〕』 （ぎょうせい， 
2016 年）12–13 頁。
　　　都市再開発会社に関する批判的考察として，安本典夫「市街地再開発事業『民営
化』の法的検討―再開発会社制度に即して」立命館法学 286 号（2002 年） 317 頁以
下を参照。
149）　換地計画の認可申請，仮換地の指定において，同意取得が求められる（土地区画整

















の法令 1671 号（2002 年）25 頁。
150）　少数派からの請求権に係る規定（土地区画整理法 27 条 7 項， 28 条の 9， 32 条 3 項） 
の準用もない。但し，知事に対する検査の請求（125 条の 2 第 2 項）は規定されてい
る。





































































































多様な協議会の検討を通じて」南山法学 44 巻 1 号（2020 年）7–10 頁。
162）　申請の際に定款を添付することが求められる。地域再生法施行規則 38 条 1 号，土
地区画整理法施行規則 2条 9項 1号。





























164）　イギリスの BID の典型例として，2006 年会社法に基づく保証有限責任会社として
設立されるが，同法や定款例において，閲覧請求権や解任請求権等は認められていな
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